
様式２　地域再生に資するものとして政府予算案に盛り込まれている施策

省庁名 施策事項名 施策の具体的内容
予算の名称
(項)(目)(目細)

予算額
(単位：千円)

事業実施
主体(予定)

地域再生
の分野

地域再生
計画との
連動の有
無

備　　考

1 まち再生

国土交通省
まち再生総合支援事
業

民間都市開発推進機構を活用し、まちづくり交
付金等と連携した民間都市開発プロジェクトへ
の出資や、住民参加型まちづくりファンドに対す
る資金拠出を通じ、地方と民間のパートナー
シップによるまちづくりを支援し地域再生を推進
する。

（項）都市環境整備事業費
（目）都市再生推進事業
（目細）まち再生総合支援事業

6,300,000
民間都市開発
推進機構

5

国土交通省 まちづくり交付金

地域の創意工夫を活かしたまちづくり交付金に
よる地域再生・都市再生の推進をより一層図る
ため、事業規模の大幅増（1,930億円→2,380億
円）を行う。さらに、市町村の提案をより一層事
業等に活かすことができるよう、国の認定を受
けた中心市街地活性化基本計画に基づく事業
を行う地区について、交付限度額における市町
村の提案事業枠を１割から２割に拡大する。

（項）都市環境整備事業費
（目）まちづくり交付金
（項）揮発油税等財源都市環境整備事業費
（目）まちづくり交付金

238,000,000 市町村 6

国土交通省 駅まち協働事業

交通拠点の円滑な整備を推進するため、地方
公共団体や鉄道事業者で構成する協議会が全
計画を策定し、事業を実施する。その協議会に
対し、総合的・一体的に支援する。

（項）都市環境整備事業費
（目）都市再生推進事業費補助
（目細）都市再生推進事業費補助

1,922,000の内数
地方公共団
体、協議会等

5

2

国土交通省 観光ルネサンス事業

官民一体となった地域観光振興の取組を支援
する観光ルネサンス事業を拡充し、民間組織が
行う観光振興事業や公共交通事業者等が行う
案内表示整備への補助、地域の観光動向・観
光地づくり・観光資源に関する基礎調査、観光
産業の高度化等のための実証実験、観光まち
づくりコンサルティング事業を実施する。

（項）国土交通本省
（目）地方振興対策調査費
（目）住宅・社会資本整備等推進調査費
（目）地域観光振興事業費補助金　等

（項）地方運輸局
（目）地方振興対策調査費　等

350,520
認定地域観光
振興事業者
等

5

国土交通省
ビジット・ジャパン・
キャンペーン

日本の観光の魅力を海外にＰＲするとともに、
日本への魅力的な旅行商品の造成等を促進す
るビジット・ジャパン・キャンペーンを官民一体で
実施し、訪日外国人旅行者数の増加を図る。

（項）国土交通本省
（目）地方振興対策調査費　等

3,550,751 国 6

国際競争力ある観光地づくり



省庁名 施策事項名 施策の具体的内容
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国土交通省
訪日外国人旅行環境
整備事業

観光事業者、地方公共団体等からなるマネジメ
ント組織が策定する観光情報提供に　関する整
備方針に基づき、ハード・ソフト一体となった総
合的な地域観光情報提供　システムを構築す
るための実証実験を実施する。

（項）国土交通省本省
（目）住宅・社会資本整備等推進調査費、地方振
興対策調査費等

76,030
観光事業者、
地方公共団体
等

2

3 地域産業の再生

国土交通省
ワンストップサービス
センターの運営

都道府県の建設業協会等に設置しているワン
ストップサービスセンターを関係省庁と連携して
運営し、中小・中堅建設業者の新分野進出に
関する情報提供・経営診断・計画策定支援等
のサービスを一括して受けることができる枠組
みを構築する。

建設業経営革新促進支援事業
(項)国土交通本省
(目)建設業構造改善等推進調査費　等

324,651

国（具体的な
サービスの提
供は、ワンス
トップサービス
センターが実
施）

6

国土交通省
新分野進出のモデル
的な取組みへの支援

地域の中小・中堅建設業者が行う新分野進出
の取組みのうち、その実現・定着に向けた具体
的な取組みで、モデルケースと認められる事業
を対象に公募を実施し、先導的な事例を発掘し
て当該事業を推進するとともに、広く普及・啓発
を図る。

地域における中小・中堅建設業の新分野進出定
着促進モデル構築支援事業
(項)国土交通本省
(目)建設業構造改善等推進調査費　等

281,417

国（事業内容
の調査につい
ては、外部機
関を通じてモ
デル事業者に
委託）

6
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4

国土交通省
地域再生のための公
共交通の活性化

①公共交通活性化総合プログラムの策定
　地域交通について専門的知見を有する地方
運輸局が主体となって地域住民、ＮＰＯ、交通
事業者、地方自治体などの関係者間における
コンセンサスづくりを行い、その具体化、実現を
図る「公共交通活性化総合プログラム」の策定
を推進する。
　これまで実施してきた取組に加え、平成１８年
度においては「公共交通の利用円滑化」の取組
や、モデル事業として実施してきたバリアフリー
ボランティアの本格実施に向けての取組への
支援を行う。

②公共交通利用円滑化事業の創設
　交通事業者と地域住民の団体等が協働して
行う公共交通に関する情報提供、交通結節点
における公共交通の乗継情報の提供による利
便性向上等の公共交通利用円滑化事業の取
組について、「公共交通活性化総合プログラ
ム」の策定を通じて関係者の合意形成が整い
事業実施段階にある等熟度が高まったものを
支援することにより、公共交通の利用促進・利
便性向上の取組みを促進し、我が国の公共交
通の利用円滑化を図る。

①公共交通活性化総合プログラムの推進に必要
な経費
（項）地方運輸局
（目）地方振興対策調査費　等

②公共交通利用円滑化事業に関する経費
（項）国土交通本省
（目）公共交通利用円滑化事業費補助金　等

①423,065
②123,574

①地方運輸局
②地域住民の
団体等

6

公共交通の活性化及び広域的なモビリティの確保
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○ＬＲＴ総合整備事業
　次の各支援制度の同時採択による一体支援

30,456,000の内
数
（内訳）

・LRTシステム整備費補助金
（項）鉄道建設及運輸施設整備等助成費
（目）鉄道軌道整備費等補助金
（目細）ＬＲＴシステム整備費補助金

・550,000

・（項）都市環境整備事業費
　（目）都市再生推進事業費補助
　（目細）都市再生交通拠点整備事業

・1,922,000の内
数

・（項）道路環境整備事業費
  （目）交通連携推進事業費
　（目）交通連携推進事業費補助
　（目細）一般国道事業費補助
　（目細）地方道事業費補助
　（目細）街路事業費補助

・27,734,000の内
数

・（項）揮発油税等財源道路整備密接関連事業
　（目）道路整備密接関連事業調査費
　（目）公共交通利用促進支援事業費補助

・250,000

5

国土交通省 地域住宅交付金

地方公共団体が主体となり、公的賃貸住宅等
の整備や面的な居住環境整備など地域におけ
る住宅政策を自主性と創意工夫を活かしなが
ら、総合的かつ計画的に推進することを支援。
地域における住宅政策の一層の推進を図るた
め、市街地再開発事業を基幹事業に追加する
等した。

（項）住宅建設等事業費、北海道住宅建設等事
業費、沖縄開発事業費
（目）地域住宅交付金

152,000,000
都道府県、市
町村

6 ○

国土交通省 総合流域防災事業
流域単位を原則として、包括的に水害・土砂災
害対策の施設整備等や、災害関連情報の提供
等のソフト対策を推進する。

（項）総合流域防災事業費
  （目）総合流域防災事業費補助
（項）急傾斜地崩壊対策事業費
  （目）総合流域防災事業費補助
等

66,303,000
都道府県及び
市町村

6

安全・安心なくらし

国土交通省 ＬＲＴの整備の推進

都市内交通の改善、人と環境にやさしい都市
公共交通の構築等のため、鉄軌道事業者と地
方公共団体等によるＬＲＴ整備計画に基づく事
業に対し、一体的な支援を行うＬＲＴ総合整備
事業等により、ＬＲＴの整備を推進する。

地方公共団体
等

6
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国土交通省
緊急輸送道路沿道建
築物等の耐震化の促
進

緊急輸送道路沿道の大規模建築物の倒壊を
防止するため、耐震診断・改修に係る助成の拡
充を図る。また、住宅・建築物耐震改修等事業
について、地域要件を撤廃し、全国で住宅・建
築物の耐震化の促進を図る。

（項）住宅建設等事業費
（目）住宅市街地総合整備促進事業費補助
（目細）住宅・建築物耐震改修等促進事業費統合
補助

（項）北海道住宅建設等事業費
（目）住宅市街地総合整備促進事業費補助
（目細）住宅・建築物耐震改修等促進事業費統合
補助

13,000,000
地方公共団体
民間事業者等

6

6

国土交通省
地域再生基盤強化交
付金

（道整備交付金）
地方公共団体が策定する市町村道・農道・林
道をパッケージ化した計画に対して、年度間で
の事業量の変更や事業間での融通が可能な
「道整備交付金」を交付する。

（汚水処理施設整備交付金）
地域再生計画に基づいて、各省所管の汚水処
理施設の整備を効率的に行うために、事業間
での融通や年度間での事業量の変更が可能な
「汚水処理施設整備交付金」を交付する。

（港整備交付金）
地方の自主性、裁量性を高めるための補助金
改革と地域再生の観点から、地方港湾と第一
種漁港を対象に地域の共通課題を解決するた
めの施設整備に対して「港整備交付金」を交付
する。

（項）地域再生推進費
（目）地域再生基盤強化交付金

内閣府に一括計
上

地方公共団体 3 ○

国土交通省
計画策定や評価など
のソフト面の検討経
費の支援

成果目標をより効果的・効率的に達成するた
め、地方道路整備臨時交付金において計画策
定や評価などのソフト面の検討経費を計上可
能とし、地域の創意工夫による道路整備の支
援を充実する。

（項）地方道路整備臨時交付金
（目）地方道路整備臨時交付金

739,300,000 地方公共団体 6

地域の主体的な取組を促す支援



省庁名 施策事項名 施策の具体的内容
予算の名称
(項)(目)(目細)

予算額
(単位：千円)

事業実施
主体(予定)

地域再生
の分野

地域再生
計画との
連動の有
無

備　　考

7

国土交通省
建設技術研究開発助
成制度

①地域の防災・減災、②住宅・社会資本ストック
の診断、解体、再生、③自然環境などを活かし
た資源への転換、という地域のニーズ等に応じ
た実用化段階にある建設技術の研究開発を公
募し、優秀な課題について助成する。
地域の大学等の英知を、地域のくらしの課題解
決等に結びつける目的から行っているもの。

（項）国土交通本省
（目）技術研究開発費補助金

100,000 大学等 1 ○

「地域の知の拠点再生プログラム」に関連する施策


